
 

 

1 
 

平成２５年度 産業機械の受注見通し 

 

平成２５年２月 

一般社団法人日本産業機械工業会 

 

 平成２４年度のわが国経済は、世界経済の減速や復興需要の息切れなどを背景に弱い動

きが続いているものの、昨年末から進み始めた円高修正などにより、回復への期待感が高

まっている。 

 そのような情勢の下、平成２４年度と平成２５年度の産業機械（当工業会取扱い）の受

注見通しを以下の通り策定した。 

 

（平成２４年度） 

 内需は、民需・官公需ともに減少していることから、対前年度比１２．９％減の 

２兆７，９１０億円と見込んだ。民需は、化学、鉄鋼、非鉄金属、電気機械、情報通信機

械、造船等、製造業の殆どの需要部門で前年割れしていることに加え、電力不足への緊急

対応等で前年度に増加した電力向けも減少していることから、前年度実績を下回ると見込

んだ。官公需は、ボイラ・原動機やポンプ等に増加が見られるものの、前年度に複数受注

した震災がれき処理設備等の反動減により、前年度実績を下回ると見込んだ。 

 外需は、中国を始めとするアジア向けや、ヨーロッパ、北米、オセアニア向けが減少し

ており、特に、前年度にオセアニア向け天然ガス関連の大型プロジェクトを受注した反動

もあって、対前年度比２０．５％減の２兆１，６４８億円と見込んだ（反動減の特殊要因

を除いた場合は、若干の増加が見込めるものと思われる。）。 

 この結果、内外総合では、対前年度比１６．４％減の４兆９，５５９億円と見込んだ。 

 

（平成２５年度） 

 内需は、前年度を底とした緩やかな回復が続くとみて、対前年度比３．０％増の 

２兆８，７４１億円と見込んだ。民需は、製造業の海外生産シフトが進む中、国内での大

型投資には慎重な姿勢を続ける需要部門が多いと思われることから大幅な増加は見込みが

たいものの、昨年から進む円高修正による製造業の将来への期待感の高まりに加え、先端

設備や省エネ設備への投資支援、設備投資促進税制等の経済対策により、企業の投資意欲

が徐々に回復していくものと期待した。なお、官公需については、復興需要の発現や老朽

インフラ対策等を背景にした需要が下支えすることで、前年度並み程度を確保するものと

見込んだ。 

 外需は、欧米の競合他社や新興勢力の台頭により競争が激化する中、厳しい事業環境が

続くものの、新興国を中心とした旺盛なエネルギー需要やシェールガス革命等を追い風に

した世界的な資源・エネルギー関連投資の再開、新興国等での都市環境・インフラ整備に

対するニーズの高まりや工業化投資等に対し、産業機械業界の総合技術力の発揮により受

注が拡大するとみて、対前年度比６．３％増の２兆３，０１３億円と見込んだ。 

 この結果、内外総合では、対前年度比４．４％増の５兆１，７５５億円と見込んだ。

本資料の対外公表（解禁）日時

平成２５年２月２８日１４時 
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１．ボイラ・原動機 

 

平成２４年度 

 

 内需は、前年度に電力供給不足への緊急対応があった電力からの需要が大幅に減少し

ている他、鉄鋼、非鉄金属、電気機械等でも減少しており、対前年度比７２．５％の 

７，５３４億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、南米、ロシア・東欧向けの増加により、対前年度比１０５．０％の

６，７１９億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比８４．９％の１兆４，２５３億円と見込んだ。 

 

平成２５年度 

 

 内需は、電力会社による火力発電設備の新増設や製造業の自家発電設備の整備等によ

り需要が増加するとみて、対前年度比１０５．０％の７，９１１億円と見込んだ。 

 外需は、アジアや中東、ヨーロッパ、北米等で石炭火力やガスタービンの需要が増加

するとみて、対前年度比１０５．０％の７，０５４億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０５．０％の１兆４，９６６億円と見込んだ。 

 

 

 

２．鉱山機械 

 

平成２４年度 

 

 内需は、窯業土石、鉱業の増加により、対前年度比１１５．０％の１４３億円と見込

んだ。 

 外需は、アジア向けの増加により、対前年度比３３０．０％の１０４億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１５８．６％の２４８億円と見込んだ。 

 

平成２５年度 

 

 内需は、復興事業の本格化や老朽インフラ対策等に伴う需要が増加するとみて、対前

年度比１０５．０％の１５０億円と見込んだ。 

 外需は、東南アジアでの都市開発や地下資源開発、アフリカでの水資源開発等の増加

により需要増が見込まれるものの、前年度に都市開発用の大型設備を受注した反動から、

受注金額では前年度を下回り、対前年度比８０．０％の８３億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比９４．５％の２３４億円と見込んだ。 
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３．化学機械 

（冷凍機械、環境装置のうち大気汚染防止装置と水質汚濁防止装置を含む） 

 

平成２４年度 

 

 内需は、化学、電力、その他非製造業、官公需が減少していることから、対前年度比 

８７．５％の７，２０３億円と見込んだ。 

 外需は、前年度にオセアニア向けで天然ガス関連の大型プラントを受注した反動減の

他、アジア、ヨーロッパ、北米向けも減少していることから、対前年度比６５．０％の 

８，１４５億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比７３．９％の１兆５，３４９億円と見込んだ。 

 

平成２５年度 

 

 内需は、ウエイトの大きい石油・化学関連では設備投資の調整が続くものの、電力関

連の底固い需要に加え、製造業で先延ばしされていた設備の維持・更新や環境対応、省

エネ化投資等が緩やかに回復し、また、復興需要の本格化や老朽インフラ対策等により

官公需が増加するとみて、対前年度１０５．０％の７，５６４億円と見込んだ。 

 外需は、資源・化学プラント等の計画再開やシェールガス開発の進展、エネルギー・

インフラ整備等により増加するとみて、対前年度比１０５．０％の８，５５３億円と見

込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０５．０％の１兆６，１１７億円と見込んだ。 

 

 

４．タンク 

 

平成２４年度 

 

 内需は、石油製品、電力、その他非製造業が減少していることに加え、前年度に電力

から大型設備を受注した反動減もあることから、対前年度比５０．０％の２７４億円と

見込んだ。 

 外需は、アジア、オセアニア向けが減少していることから、対前年度比６０．０％の 

１２６億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比５２．８％の４０１億円と見込んだ。 

 

平成２５年度 

 

 内需は、石油精製設備の廃棄・休止や化学関連の海外生産シフト等により増加は期待

しがたく、前年度と同様に既存設備の耐震工事や更新需要等が中心となり、対前年度比

１００．０％の２７４億円と見込んだ。 

 外需は、東南アジア等で延期されていたＬＮＧ受入基地や各種プラントの整備計画が

再開されるとみて、対前年度比１７０．０％の２１５億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１２２．１％の４９０億円と見込んだ。  
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５．プラスチック加工機械 

 

平成２４年度 

 

 内需は、自動車が緩やかに増加しているものの、化学、電気機械が減少していること

から、対前年度比１００．０％の６９１億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、ヨーロッパ向けが減少していることから、対前年度比９０．０％の

１，０４８億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比９３．７％の１，７４０億円と見込んだ。 

 

平成２５年度 

 

 内需は、製造業の海外生産シフトが進む中、国内での設備投資は維持・更新が中心と

なるとみて、受注金額としてはほぼ前年度並みの、対前年度比１００．０％の 

６９１億円と見込んだ。 

 外需は、東南アジアや北米等の自動車関連での需要増を見込むものの、アジアでのＩ

Ｔ関連の需要回復の遅れに加え、中国やヨーロッパメーカとの競争激化により、対前年

度比９５．０％の９９６億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比９７．０％の１，６８７億円と見込んだ。 

 

 

６．ポンプ 

 

平成２４年度 

 

 内需は、その他非製造業、官公需、代理店の増加により、対前年度比１１２．５％の

２，３７７億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、中東向けが減少していることから、対前年度比９５．０％の 

８２４億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０７．４％の３，２０１億円と見込んだ。 

 

平成２５年度 

 

 内需は、電力会社からの底固い需要や製造業向けの下げ止まりに加え、官公需も復興

需要の本格化や社会インフラの老朽対策等により増加するとみて、対前年度比 

１０５．０％の２，４９５億円と見込んだ。 

 外需は、資源・素材・エネルギーの開発やインフラ整備等で新興国・資源国を中心に

需要が拡大するとみて、対前年度比１１０．０％の９０６億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０６．３％の３，４０２億円と見込んだ。 
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７．圧縮機 

 

平成２４年度 

 

 内需は、化学、はん用・生産用機械、造船、通信が減少していることから、対前年度

比９５．０％の１，３０９億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、中東向けが減少していることから、対前年度比７０．０％の 

１，２４７億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比８０．９％の２，５５７億円と見込んだ。 

 

平成２５年度 

 

 内需は、老朽対策や省エネ対策等の延期されていた更新需要が増加するとみて、対前

年度比１０５．０％の１，３７５億円と見込んだ。 

 外需は、アジアや北米、南米、アフリカ等でのシェールガスやＬＮＧ関連プラント向

けの需要が増加するとみて、対前年度比１０５．０％の１，３１０億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０５．０％の２，６８５億円と見込んだ。 

 

 

８．送風機 

 

平成２４年度 

 

 内需は、窯業土石、鉄鋼、その他非製造業、官公需、代理店の増加により、対前年度

比１１７．５％の２１２億円と見込んだ。 

 外需は、アジア向けが減少していることから、対前年度比８０．０％の２２億円と見

込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１１２．４％の２３５億円と見込んだ。 

 

平成２５年度 

 

 内需は、老朽インフラ対策等により官公需が増加し、民需も更新需要等で底固く推移

し、対前年度比１０５．０％の２２３億円と見込んだ。 

 外需は、アジアを始めとした新興国での素材やエネルギープラント等の計画再開によ

り需要が増加し、対前年度比１１０．０％の２５億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０５．５％の２４８億円と見込んだ。 
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９．運搬機械 

 

平成２４年度 

 

 内需は、非鉄金属、情報通信機械、造船、電力、情報サービス、官公需が減少してい

ることから、対前年度比９５．０％の２，２２７億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、ヨーロッパ、北米向けの増加により、対前年度比１３０．０％の 

１，５４０億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０６．７％の３，７６７億円と見込んだ。 

 

平成２５年度 

 

 内需は、生産設備の維持・更新等の需要が緩やかに持ち直すとともに、物流関連設備

の省エネ化や国際コンテナ戦略港湾の機能強化等に向けた投資が増加するとみて、対前

年度比１０５．０％の２，３３８億円と見込んだ。 

 外需は、アジアを始めとする新興国を中心に港湾整備や資源・エネルギープラント向

け等の需要が増加するとみて、対前年度比１０５．０％の１，６１７億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０５．０％の３，９５５億円と見込んだ。 

 

 

10．変速機 

 

平成２４年度 

 

 内需は、食品、化学、鉄鋼、金属製品、情報通信機械、電力、官公需が減少している

ことから、対前年度比９０．０％の３８６億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、ヨーロッパ、北米、南米向けが減少していることから、対前年度比

６０．０％の７２億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比８３．４％の４５９億円と見込んだ。 

 

平成２５年度 

 

 内需は、海外生産拠点で使用する産業機械に組み込まれる機器としての需要や、発電

関連、老朽インフラ対策等で需要が増加するとみて、対前年度比１０５．０％の 

４０６億円と見込んだ。 

 外需は、海外での受注・生産体制への移行により減少し、対前年度比９０．０％の 

６４億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０２．６％の４７１億円と見込んだ。 
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11．金属加工機械（製鉄機械） 

 

平成２４年度 

 

 内需は、非鉄金属、金属製品が増加していることから、対前年度比１３０．０％の 

７８７億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、南米向けが減少していることから、対前年度比６０．０％の 

９９６億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比７８．７％の１，７８３億円と見込んだ。 

 

 

平成２５年度 

 

 内需は、主力の鉄鋼向けでは一部に生産設備の統合等に伴う増加が見込まれるものの、

需要の中心は設備の維持・更新とみられることから、受注金額としてはほぼ前年度並み

の、対前年度比１００．０％の７８７億円と見込んだ。 

 外需は、アジア等での製鉄機械や北米等でのプレス機械が増加するとみて、対前年度

比１３５．０％の１，３４５億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１１９．６％の２，１３２億円と見込んだ。 

 

 

12．その他産業機械 

（業務用洗濯機、メカニカルシール等を含むが、中核をなすのは官公需向けごみ処理装

置である。） 

 

平成２４年度 

 

 内需は、都市ごみ処理装置が増加しているものの、被災地域でのがれき処理等の設備

が減少したことから、対前年度比９５．０％の４，７６１億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、ヨーロッパ向けが減少していることから、対前年度比６５．０％の

８００億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比８９．１％の５，５６１億円と見込んだ。 

 

 

平成２５年度 

 

 内需は、都市ごみ処理装置の大型案件の増加は見込みがたく、既存設備の維持・改修

等が中心となるとみて、対前年度比９５．０％の４，５２２億円と見込んだ。 

 外需は、東南アジアを始めとする新興国での都市ごみ処理装置の需要が増加するとみ

て、対前年度比１０５．０％の８４０億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比９６．４％の５，３６２億円と見込んだ。 
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2
7
1
1
5
.0
%
3
3
0
.0
%
1
5
8
.6
%

1
5
,0
6
7

8
,3
8
3

2
3
,4
5
0
1
0
5
.0
%

8
0
.0
%

9
4
.5
%

③
化
学
機
械

8
2
3
,3
0
5

1
,2
5
3
,2
1
9

2
,0
7
6
,5
2
4

7
2
0
,3
9
2

8
1
4
,5
9
3

1
,5
3
4
,9
8
5

8
7
.5
%

6
5
.0
%

7
3
.9
%

7
5
6
,4
1
2

8
5
5
,3
2
3

1
,6
1
1
,7
3
5
1
0
5
.0
%
1
0
5
.0
%
1
0
5
.0
%

④
タ
ン
ク

5
4
,9
7
5

2
1
,1
0
0

7
6
,0
7
5

2
7
,4
8
8

1
2
,6
6
0

4
0
,1
4
8

5
0
.0
%

6
0
.0
%

5
2
.8
%

2
7
,4
8
8

2
1
,5
2
2

4
9
,0
1
0
1
0
0
.0
%
1
7
0
.0
%
1
2
2
.1
%

⑤
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
加
工
機
械

6
9
,1
3
1

1
1
6
,5
3
5

1
8
5
,6
6
6

6
9
,1
3
1

1
0
4
,8
8
2

1
7
4
,0
1
3
1
0
0
.0
%

9
0
.0
%

9
3
.7
%

6
9
,1
3
1

9
9
,6
3
8

1
6
8
,7
6
9
1
0
0
.0
%

9
5
.0
%

9
7
.0
%

⑥
ポ
ン
プ

2
1
1
,2
9
8

8
6
,7
6
3

2
9
8
,0
6
1

2
3
7
,7
1
1

8
2
,4
2
5

3
2
0
,1
3
6
1
1
2
.5
%

9
5
.0
%
1
0
7
.4
%

2
4
9
,5
9
7

9
0
,6
6
8

3
4
0
,2
6
5
1
0
5
.0
%
1
1
0
.0
%
1
0
6
.3
%

⑦
圧
縮
機

1
3
7
,8
8
5

1
7
8
,2
5
0

3
1
6
,1
3
5

1
3
0
,9
9
1

1
2
4
,7
7
5

2
5
5
,7
6
6

9
5
.0
%

7
0
.0
%

8
0
.9
%

1
3
7
,5
4
1

1
3
1
,0
1
4

2
6
8
,5
5
5
1
0
5
.0
%
1
0
5
.0
%
1
0
5
.0
%

⑧
送
風
機

1
8
,1
1
4

2
,8
6
9

2
0
,9
8
3

2
1
,2
8
4

2
,2
9
6

2
3
,5
8
0
1
1
7
.5
%

8
0
.0
%
1
1
2
.4
%

2
2
,3
4
9

2
,5
2
6

2
4
,8
7
5
1
0
5
.0
%
1
1
0
.0
%
1
0
5
.5
%

⑨
運
搬
機
械

2
3
4
,4
2
2

1
1
8
,4
6
9

3
5
2
,8
9
1

2
2
2
,7
0
1

1
5
4
,0
1
0

3
7
6
,7
1
1

9
5
.0
%
1
3
0
.0
%
1
0
6
.7
%

2
3
3
,8
3
7

1
6
1
,7
1
1

3
9
5
,5
4
8
1
0
5
.0
%
1
0
5
.0
%
1
0
5
.0
%

⑩
変
速
機

4
2
,9
9
7

1
2
,0
3
5

5
5
,0
3
2

3
8
,6
9
8

7
,2
2
1

4
5
,9
1
9

9
0
.0
%

6
0
.0
%

8
3
.4
%

4
0
,6
3
3

6
,4
9
9

4
7
,1
3
2
1
0
5
.0
%

9
0
.0
%
1
0
2
.6
%

⑪
金
属
加
工
機
械

6
0
,5
4
3

1
6
6
,0
8
3

2
2
6
,6
2
6

7
8
,7
0
6

9
9
,6
5
0

1
7
8
,3
5
6
1
3
0
.0
%

6
0
.0
%

7
8
.7
%

7
8
,7
0
6

1
3
4
,5
2
8

2
1
3
,2
3
4
1
0
0
.0
%
1
3
5
.0
%
1
1
9
.6
%

⑫
そ
の
他

5
0
1
,1
5
7

1
2
3
,0
7
6

6
2
4
,2
3
3

4
7
6
,1
0
0

8
0
,0
0
0

5
5
6
,1
0
0

9
5
.0
%

6
5
.0
%

8
9
.1
%

4
5
2
,2
9
5

8
4
,0
0
0

5
3
6
,2
9
5

9
5
.0
%
1
0
5
.0
%

9
6
.4
%

⑬
合
計

3
,2
0
5
,5
7
0

2
,7
2
1
,4
7
9

5
,9
2
7
,0
4
9

2
,7
9
1
,0
1
9

2
,1
6
4
,8
9
1

4
,9
5
5
,9
1
0

8
7
.1
%

7
9
.5
%

8
3
.6
%

2
,8
7
4
,1
9
8

2
,3
0
1
,3
0
9

5
,1
7
5
,5
0
7
1
0
3
.0
%
1
0
6
.3
%
1
0
4
.4
%

※
網
掛
け
は
前
年
度
比
1
0
0
％
以
上

 
※
各
機
種
の
見
通
し
は
単
位
未
満
四
捨
五
入
し
て
お
り
、
そ
の
値
の
合
計
値
は
一
致
し
な
い
こ
と
が
あ
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
年
度

　
機
種

日
本
産
業
機
械
工
業
会
自
主
統
計
ベ
ー
ス

注
１
）
化
学
機
械
の
中
に
パ
ル
プ
・
製
紙
機
械
、
冷
凍
機
械
、
大
気
汚
染
防
止
装
置
、
水
質
汚
濁
防
止
装
置
を
含
む
。

２
）
金
属
加
工
機
械
：
製
鉄
機
械
及
び
プ
レ
ス

３
）
そ
の
他
：
ご
み
処
理
装
置
、
業
務
用
洗
濯
機
、
メ
カ
ニ
カ
ル
シ
ー
ル
等


